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研究成果の概要（和文）：集約型都市構造の実現及びそれに伴う交通システムの再編の必要性が指摘されている
一方，我が国では既に郊外に住宅団地が広がっているケースが多く，各種施策を実施する際には，集約の過程で
生じうる負の影響を最小限に抑えつつ集約化を図ることが重要になる。そこで本研究では，集約を試みる各種施
策が住民の生活に与える影響を可能な限り正確に把握しておく必要があるとの認識のもと，（１）集約の過渡期
において生じうるモビリティの問題に世帯が適応的に対応する状況を記述するモビリティ保有モデルの構築，
（２）住区単位で人口減少の問題に適応的に対応する状況を記述する買物需給モデルを構築し，その政策的示唆
について整理した。

研究成果の概要（英文）：The importance of achieving compact city has been widely recognized 
particularly in the era of population decline and aging society. On the other hand, since urban 
sprawl has already taken place, compact city policies could have negative impacts on the citizens' 
daily life in the period of transition. To minimize such negative impacts, it is important to 
understand the mechanisms of causing the impacts. In this study, we develop two models to understand
 the mechanisms : (1) a household mobility tool ownership model, intending to understand how a 
household adapts to mobility issues that the elderly household member will face in the near future, 
and (2) a shopping demand-supply model to understand residents collective behavior to adapt 
population decline in a neighborhood. The main finding based on our analysis is that the 
effectiveness and negative impacts of compact city policies would depend on social structure.
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１．研究開始当初の背景 
 
 我が国では，人口減少及び高齢化の進展を
見据えた社会システムの再設計が喫緊の課
題となっている。これに呼応する形で，都
市・交通計画分野においても，集約型都市構
造の実現及びそれに伴う交通システムの再
編の必要性が指摘されている。一方，我が国
では既に郊外に住宅団地が広がっているケ
ースが多く，都市・交通システムを再編し都
市機能を集約する過程においては，例えば人
口密度が疎な郊外地域が数多く出現するこ
とに伴う利便性の低下といった，負の影響が
生じる恐れがある。従って集約を目的とした
政策を進める際には，これらの負の影響を最
小限に抑えつつ集約化を図ることが重要に
なる。そのためには，各種施策が住民の生活
に与える影響を可能な限り正確に把握して
おくことが求められる。 
都市の集約プロセスにおいて生じうる変

化は，マクロ的変化とミクロ的変化が相互に
ループする構造になっていると考えられる。
例えば，郊外部の買物施設の撤退（マクロ的
変化）は，地域内での買物頻度の減少（ミク
ロ的変化）に寄与するであろうし，同様に，
買物頻度の減少（ミクロ的変化）は，更なる
買物施設の衰退や宅配システムの発展（マク
ロ的変化）を通じてマクロ構造にフィードバ
ックすることが想定される。このような現象
のメカニズムを理解することが，都市の集約
プロセスをデザインする上で必要不可欠で
あると考えられるものの，これまで，都市・
交通計画分野においてループ構造を持つ現
象のメカニズムを解明する理論的・実証的ア
プローチは十分に確立されていない。 
 ミクロな意思決定の蓄積やその相互作用
がマクロ構造に影響する現象を扱った研究
は，社会学や経済学の分野において多く見ら
れる。例えば，個人の居住地選択や企業の施
設立地選択（ミクロ）から都市の集積（マク
ロ）が生じると仮定したモデルが構築されて
きている。また，交通分野においても、放置
駐輪行動（ミクロ）と放置駐輪に対する規範
の形成（マクロ）に焦点を当てた研究や，マ
ルチエージェントシミュレーションを用い
て微視的な交通の振る舞いと巨視的な現象
の関係を分析した研究等が存在する。しかし
ながら，高齢化・少子化時代における都市の
縮退を前提とした相互作用の研究は我々の
知る限り皆無であり，都市の集約プロセスに
おいて注意を払うべき相互作用の種類や，そ
のモデリング手法，評価手法について十分な
議論がなされていない状況にある。 
 
２．研究の目的 
 
以上に述べた問題意識に基づき，本研究で

は，高齢化・人口減少の局面において重要と
考えられる幾つかの相互作用に焦点を当て，
（１）土地利用・交通システムへのフィード

バックメカニズムを組み込んだ生活行動シ
ミュレーションモデルを開発すること，（２）
実証分析を通じて政策的含意を提示するこ
と，を目的とした。具体的には，主に以下の
２つの相互作用に焦点を当てた研究を行っ
た。 

 
1. 利他性を考慮したモビリティ保有意思

決定のモデル分析（世帯構成員間の相互
作用） 

2. 市場的／非市場的相互作用を考慮した
消費者行動と商業施設立地のモデル分
析（市場を介した相互作用，地区住民間
の相互作用（非市場的相互作用）） 

 
1 点目は，集約の過渡期において生じうる

モビリティの問題に個々人が適応する状況
を想定した分析であり，モビリティの欠如に
直面している高齢者に対する他の世帯構成
員の利他的配慮に焦点を当てている。2 点目
は，コミュニティ単位で人口減少に適応する
状況を想定した分析であり，地区住民間の非
市場的相互作用に焦点を当てている。まとめ
ると，人口減少／高齢化に伴い直面する問題
に対して，家族やコミュニティが取る適応行
動に焦点を当てる点に本研究の特徴がある。 
 
３．研究の方法 
 
 上記２点のモデル分析を行うにあたって，
相互作用モデルに関する豊富な研究蓄積が
ある社会学，経済学分野の論文を包括的にレ
ビューした。レビューの結果に基づき，以下
の特徴を持つ分析手法を採用した。 
 
(1) 利他性を考慮したモビリティ保有意思決

定のモデル分析 
本研究では，高齢者にとって有用と思われ

るパーソナルモビリティ（以下，PM。たとえ
ばシニアカー）の保有を例にモデル分析を行
った。モビリティ保有の意思決定は，車両の
スペックや，実際に車両を利用する者の選好
だけでなく，家族の選好も考慮した上でなさ
れるケースが多いものと考えられる。例えば，
高齢者は自動車を利用したいが，安全性の問
題から家族が反対し，結果的に自動車の利用
を取り止めた事例は枚挙にいとまがない。 
以上のような世帯の意思決定をモデル化

する場合，利己的な個人を仮定する伝統的な
モデリング技法では不十分であり，利他的配
慮を反映した分析フレームが必要となる。具
体的は，世帯構成員が高齢者に対して抱く
「シニアカーといった身体的負担の少ない
モビリティを保有した方が良い」，「危険性の
低い低速のモビリティを保有した方が良い」
といった世帯構成員の利他的配慮と，「利便
性の高い自動車を利用し続けたい」といった
高齢者の効用の双方を反映した世帯意思決
定モデルを構築する必要がある。そこで本研
究では，経済学の分野において提案されてい



るCollective household modelをベースに，
利他的配慮を反映した世帯 PM 保有モデルを
構築した。なお，モデルの構築に当たって必
要となる個々人の選好，及び，世帯の選好を
観測するために，本研究では，世帯を対象と
した選好意識調査手法を新たに提案，実施し
ている。 
 
(2) 市場的／非市場的相互作用を考慮した消

費者行動と商業施設立地のモデル分析 
買物施設の立地は，伝統的な経済学的視点

に立つと，買物客の需要行動と小売業者の供
給行動の市場におけるやりとり（市場的相互
作用）の結果として決まるといえる．他方で，
このような市場原理を介さない社会的相互
作用（非市場的相互作用）が近隣小売店にお
いて生じる可能性がある．例えば既往研究に
おいて，「人付き合い」，「知人とのコミュニ
ケーション」といった要因が買物施設選択に
影響することが報告されている．従って，買
物施設の立地は，市場的相互作用だけでなく
様々な（非市場的）相互作用の存在下で決ま
るものと考えられる．例えば過疎地域では，
住民の自助努力により維持されている買物
施設が散見されるが，このような施設の維持
は，市場的相互作用というよりはむしろ非市
場的相互作用の結果として生じたものと解
釈できる．しかしながら，筆者らの知る限り，
非市場的相互作用を明示的に扱った買物立
地モデルは存在せず，結果として，上述した
ような住民の自助努力存在下での交通政策
の実施が，買物施設立地の均衡パターンにど
のような影響を及ぼすのか明らかになって
いない． 
そこで本研究では，他主体の平均的行動に

影響を受けるケース（解釈例：規範・同調を
通じた相互作用）と，他主体の集計的行動に
影響をうけるケース（解釈例：賑わいを通じ
た相互作用）を想定したモデルを構築し，モ
デルの性質を理論的・実証的に確認した。 
 

４．研究成果 
 
主要な知見を以下にまとめる。 
 
(1) PM 保有モデル分析結果 
(a) 高齢者の選好だけでなく，高齢者以外の

世帯構成員の選好も PM保有の意思決定
に影響することが確認された。また，世
帯構成員間の関係性が全世帯で同一と
する仮定をおいた場合，非高齢者の選好
0.4，高齢者の選好 0.6 として重み付け平
均をとった世帯選好を用いる場合のモ
デル精度が最も高いことが確認された。 

(b) どの世帯構成員の意見が重視されるか
は，個人属性や主張内容に依存すること
が確認された。例えば，共用可能性を重
視して「電動アシスト自転車」の保有を
主張した構成員の意見は優先されやす
いことが示唆された。 

 
(2) 買物目的地選択／商業施設立地モデル分

析結果 
(a) 市場的相互作用と非市場的相互作用の双

方を考慮した買物需給モデルを用いた簡
単なシミュレーション分析の結果，非市
場的相互作用が市場的相互作用よりも短
期間で均衡に至るとの仮定の下では，提
案モデルによって，市場メカニズムの下
では存続が難しいような小売店であって
も，非市場的相互作用を介して施設の存
続が可能となる状況を表現できることを
示した． 

(b) 広島市を対象とした実証分析の結果，買
物目的地選択行動に対して交通費用が負
で有意に働くことが確認された．加えて，
他主体の集計的行動からの影響として記
述される「賑わい」よりも，他主体の平
均的行動からの影響として記述される
「同調・規範」が買物目的地選択行動に
影響することが示唆された． 

 
 以上の結果は，理論的な課題や実証分析に
基づくエビデンスが不足しているため一般
的な結論とは言えないものの，地域の社会構
造のより良い理解を下敷きに都市・交通政策
を展開する重要性を示唆するものと考えら
れる。 
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